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て経済開発が相対的に遅れている地域である。近年では東南アジア諸国と隣接する地理 活用し、経済開発のチャンスをみいだそうとしている。これま 、経済成長おけるひとつ ボトルネックは、長距離輸送でコストが高くつくにも関わらず、華南や西北地方で生産された精製油に依存せざるを得ないことであった。例えば、二〇
〇七年末には、雲南省は二回の精製油不足の危機に見舞われ、経済活動および社会生活に大きな悪影響が生じた。仮に石油・天然ガスのパイプラインの下流で製油所が完成すれば、雲南省の精製 需要を賄うことができる。さら 、四川省、重慶市、貴州省、そして広西省など近隣省 の取引をも可能となる。このよ に 雲南 はミャンマーにつながるパイプラインの建設を通じて、中国西南部における石油化学基地としての地位確立を目指している。　
また、雲南省は石油の大量導入










































Ｃがパイプライ の建設 主導することになったが、雲南省の利益も重慶市の利益もともに配慮されたパイプライン敷設となった。⑶大手国有企業 戦略　
次に、パイプラインの建設をめ



























































月三日、ミャンマーを訪問していた中国の温家宝総理とミャンマーのテイン・セイン大統領は天然ガスパイプラインや水力発電、鉄道、国境貿易など一五分野での協力協定に調印したうえで、パ プラインの着工式に参加した。その後、ＣＮＰＣとＭＯＧＥはパ プランの建設と運営に関 て、株式シェア等も含め（表１） 、一連の取り決めに合同で署名した。　
こうして、二〇一〇年に着工さ
れた天然ガスパイプラインは、二〇一三年七月後半から試験的にガス供給を開始し、一一月には本格的に稼働を開始した。また、石油についても、二〇一五年 月三〇日にはパイプラインの試験操業が開始された。天然ガスパイプラインと石油パイプラインはそれぞれ
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を運営するリスクが高いと心配されている。これまで中国のミャンマーに対する投資は短期的な経済利益を優先し、自然環境への影響に対する配慮が不足している場合もあった。結果、地元住民の強い不満が累積している地域もある。例えば、二〇一二年、ザガイン管区のレパダウン銅山拡張に反対するデモでは、暴動化した 重軽傷者を出した。また、総工費三六億米ドルのミッソン水力発電ダム建設をめぐって、反対する声も非常に大きい。発電所が完成して稼動を始めればその電力の九〇％は中国へ送られる予定であったが、建設は二〇一一年に中断された。この際、 投資のプロジェクトから地元住民が潤わないことが問題視された。これまでの地元への不十分な配慮は、ミャンマー 民政移管以降のコンテクスト 、パイプラインを実際に運用するにあたり致命的なリスク要因となりかねない。　
もっとも、すべての中国企業が
ミャンマー側の利益を軽視してきたわけではない。例えば、パイプラインの建設を担当するＣＮＰＣは企業の社会的責任（ＣＳＲ）重視し、二〇一三年五月までにＮＰＣおよび関連する会社はすでにミャンマーで 〇〇万ドル近くの資金を投入 て、学校四三校、幼稚園二カ所、病院三カ所、医療救助ステーション二一カ所 マデイ島ダムの建設、アラカン州の送電ラインなどの工事を支援・建設した。ただ、これら ＣＳＲ活動の最大の問題は、具体的なオペレーションをミャンマー政府に任せているために、多くの学校と病院はプロジェクトの現場と 遠く離れたところで建設され、実際にプロジェクトから多くの悪影響を受けた地区はあまり経済的な恩恵を受けていない点である。　
第三に、中国の対ミャンマー経







ーにおける民政移管を経て、これまでの投資戦略に変化が求められている。中国共産党とミャンマー軍との信頼関係のみに頼るのでなく、より自律的に投資会社が地元との関係を築く必要があ 。この点は、ミッソンダム 事例を経てより広く認識されるよう なったもの 、企業と地元との関係構築は未だ手探りの状態であ 、これまで各企業がノウハウを蓄積してこなかっ 分野だけに 今後の対ミャンマー投資 ボトルネックともなりかねない。とりわ 、パイプラインのように、地理的に範囲にわたる事業では、こうした
問題が顕在化しやすいことに注意したい。●まとめと示唆　
本稿では、中国～ミャンマーパ







国のエネルギー政策過程における新たな潮流が示唆さ たように思われる。すなわち、中国のエネルギー政策の決定過程において、地方政府や国有石油企業の役割が大きくなりつつあ 中央政府が政策を決定し政策の実施を地方に任せるというこれまで多くみられてきた政 過程のパタ ンとは異なり、地方政府と大手国有石油企業は積極的に プロジェクト施を求めて、一定の程度で発案者の役割を果たすようになってきている。さらに、現在の中国では、民間資本と外資の不足を補うため、中央企業の強大な資本を借りて、省経済を潤すこ が各地方政府「戦略的な選択」となっている。今回の事例では、雲南省とＣＮＰＣの連携がみられ、こうした連携は今後中国 エネルギー政策などに益々大きな影響を与えると思わ
れる。　
他方、政策決定における石油企
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 李晨阳・瞿健文・吴磊「破解马六甲困局之中国方案分析」 （ 『参考消息』二〇〇四年八月五日） 。
⑼





























































 「中緬油気管道：世界管道建設史上濃墨重彩的一筆」 『中国青年報』二〇一四年九 一五日） 。
⒅
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